
　４月４日、ＪＲ貨物労組（ＪＲ総連）を脱退した元組合
員が、貨物鉄産労へ加入した。
　昨年のＪＲ連合定期大会以降、貨物鉄産労への加入は合
計４人、関西地区本部では２人目の加入となる。この決断
に敬意を表し、加入を心より歓迎する。

　ＪＲ貨物労組では、昨秋発覚した輪軸問題での会社処分
をきっかけに、孤立した組合員の脱退が続いていることも
明らかとなっており（「ACCESS」No.714）、ＪＲ貨物労組
自体への信頼感も揺らいでいる模様だ。
　ＪＲ総連・ＪＲ貨物労組と決別し、ＪＲ連合・貨物鉄産
労への結集を図る時だ。私たちは、皆さんの勇気ある決断
を待っている。

ＪＲ連合に集う全国８万５０００人の仲間は
勇気ある決断を心より歓迎します！

　〈民主化３単組の新規加入実績（2024年６月～）〉
　　貨物鉄産労　４人　　ＪＲ北労組　４人
　　ＪＲＥユニオン　25 人　

線
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
」
に

向
け
取
り
組
む
こ
と
、
組
織
課

題
は
、
今
後
の
国
会
審
議
が
予

想
さ
れ
る
「
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
」
に
向
け
取
り
組

む
こ
と
を
提
起
し
た
。

　

議
案
は
、
出
席
議
員
の
満
場

荻
山
市
朗
会
長
も
「
Ｊ
Ｒ
は
こ

の
１
年
、
各
地
で
信
用
を
損
な

う
事
象
を
発
生
さ
せ
た
。
改
め

て
安
全
確
立
に
取
り
組
む
」と

決
意
を
述
べ
た
。

　

議
事
で
は
小
川
淳
也
事
務
局

長
（
衆
議
院
議
員
）
が
司
会
を

務
め
、
最
初
に
新
規
加
入
議

員
17
人
（
衆
16
人
、
参
１
人
）

の
確
認
を
行
っ
た
。
事
務
局
か

ら
は
ま
ず
Ｊ
Ｒ
の
不
安
全
事
象

に
つ
い
て
説
明
し
、
改
め
て
安

全
確
立
に

注
力
す
る

こ
と
を
報

告
。
政
策

課
題
は
、

「
Ｊ
Ｒ
二

島
貨
物
の

経
営
自
立
」

「
持
続
可

能
な
地
域

公
共
交
通

の
確
立
」

「
高
速
鉄

道
・
新
幹

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
４
月
22
日
、

「
21
世
紀
の
鉄
道
を
考
え
る

議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
第
20
回
総

会
を
開
催
し
、
国
会
議
員
は
じ

め
、
総
勢
約
１
０
０
人
が
参
画

し
た
。

　

総
会
の
冒
頭
、
議
員
フ
ォ
ー

ラ
ム
榛
葉
賀
津
也
会
長
（
参
議

院
議
員
）は
、「
４
月
25
日
で
福

知
山
線
列
車
事
故
か
ら
20
年
。

改
め
て
安
全
・
安
心
な
Ｊ
Ｒ
が

求
め
ら
れ
て
い
る
」と
挨
拶
し
、

一
致
の
承
認
を
受
け
、
連
携
し

て
課
題
解
決
に
臨
む
こ
と
を
確

認
。
最
後
は
伴
野
豊
副
会
長

（
衆
議
院
議
員
）
が
閉
会
挨
拶

を
行
い
、総
会
を
締
め
括
っ
た
。

総
会
を
経
て
、
本
議
員
フ
ォ
ー

ラ
ム
は
衆
参
67
人
（
衆
47
人
、

参
20
人
）
の
体
制
と
な
っ
た
。

　

そ
の
後
の
懇
親
会
で
は
泉
健

太
副
会
長
（
衆
議
院
議
員
）
が

乾
杯
の
発
声
を
行
い
、「
北
海

道
や
東
日
本
地
域
に
お
い
て
も

フ
ォ
ー
ラ
ム
議
員
の
輪
を
広
げ

よ
う
」
と
呼
び
掛
け
、
選
出
エ

リ
ア
毎
の
テ
ー
ブ
ル
に
分
か
れ

た
国
会
議
員
と
Ｊ
Ｒ
連
合
・
Ｊ

Ｒ
各
単
組
役
員
と
で
交
流
を
深

め
た
。

っ
た
後
、
事
務
局

か
ら
議
案
を
一
括

提
起
し
た
。
議
案

で
は
、
昨
今
の
Ｊ

Ｒ
が
発
生
さ
せ
た

一
連
の
不
安
全
事

象
に
つ
い
て
報
告

す
る
と
と
も
に
、

政
策
課
題
と
し
て
「
Ｊ
Ｒ
二
島

貨
物
の
経
営
自
立
」「
持
続
可

能
な
地
域
公
共
交
通
の
実
現
」

「
高
速
鉄
道
・
新
幹
線
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
構
築
」の
各
取
り
組

み
に
つ
い
て
説
明
。
と
り
わ
け

「
持
続
可
能
な
地
域
公
共
交
通

の
実
現
」
に
つ
い
て
、
２
０
２

３
年
に
改
正
さ
れ
た
「
地
域
交

通
法
」
に
基
づ
く
地
域
や
事
業

者
、
国
の
〝
協
働
〞
に
関
す
る

実
態
把
握
に
も
繋
げ
る
べ
く
、

各
議
員
に
対
し
て
都
道
府
県
を

は
じ
め
と
す
る
自
治
体
訪
問
の

取
り
組
み
を
要
請
し
た
。ま
た
、

引
き
続
き
議
会
に
お
け
る
発
言

等
に
係
る
連
携
も
要
請
し
た
。

出
席
の
各
議
員
か
ら
は
、
持
続

性
あ
る
地
域
公
共
交
通
の
実
現

に
向
け
て
、
地
域
で
の
理
解
を

広
げ
、
国
に
地
域
の
実
情
を
伝

え
る
べ
く
、
地
方
議
会
と
し
て

の「
意
見
書
」採
択
の
取
り
組

　
「
21
世
紀
の
鉄
道
を
考
え
る

議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
」に
所
属
の

各
議
員
が
精
力
的
に
鉄
道
政
策

に
係
る
質
疑
を
展
開
し
て
い
る
。

　

３
月
10
日
の
参
議
院
予
算

委
員
会
で
は
、
も
り
や
た
か
し

参
議
院
議
員
と
浜
野
よ
し
ふ
み

参
議
院
議
員
が
そ
れ
ぞ
れ
質
疑

に
立
ち
、石
破
茂
内
閣
総
理
大

臣
ら
に
対
し
、
も
り
や
議
員
は

地
域
公
共
交
通
に
対
す
る
公
的

支
援
の
拡
充
、
浜
野
議
員
は
鉄

道
運
賃
・
料
金
制
度
へ
の
適
切

な
賃
上
げ
原
資
の
反
映
を
求
め

た
。

み
を
実
施
し
て
は
ど
う
か
と
の

意
見
も
出
さ
れ
た
。

　

最
後
に
Ｊ
Ｒ
東
海
ユ
ニ
オ
ン

か
ら
連
絡
会
幹
事
に
河
合
洋
介

愛
知
県
議
の
推
薦
が
あ
り
、
左

記
の
と
お
り
に
幹
事
新
体
制
を

確
立
し
、
新
年
度
の
活
動
を
ス

タ
ー
ト
さ
せ
た
。

〈
地
方
議
員
団
連
絡
会
役
員
〉

代
表
幹
事　

中
田　

利
幸

米
子
市
議
会
議
員

　

衆
参
の
国
土
交
通
委
員
会
の

質
疑
で
は
、
３
月
上
旬
の
中
野

洋
昌
国
土
交
通
大
臣
の
所
信
に

対
し
、城
井
た
か
し
衆
議
院
議

員
、も
り
や
議
員
が
そ
れ
ぞ
れ

質
疑
に
立
っ
た
。
城
井
議
員
は

３
月
14
日
、「
地
域
交
通
法
」

に
基
づ
く
地
域
公
共
交
通
の

「
リ
・
デ
ザ
イ
ン
」
の
促
進
を

求
め
、
も
り
や
議
員
は
３
月

13
日
と
24
日
、
北
海
道
新
幹

線
の
札
幌
開
業
遅
れ
に
伴
う
諸

課
題
、
Ｊ
Ｒ
貨
物
の
線
路
使
用

料
に
係
る
課
題
に
つ
い
て
認
識

を
問
う
と
と
も
に
、
線
路
保
守

幹　

事　

菅
原　

和
忠

　

北
海
道
議
会
議
員

幹　

事　

河
合　

洋
介

　

愛
知
県
議
会
議
員

幹　

事　

山
本　

悟
史

　

香
川
県
議
会
議
員

幹　

事　

松
尾　

哲
也

　

大
牟
田
市
議
会
議
員

幹　

事　

藤
枝　

隆
博

　

秋
田
市
議
会
議
員

等
を
担
う
工
務
系
統
の
人
財
確

保
を
求
め
た
。

　

ま
た
、
環
境
委
員
会
で
は
４

月
17
日
、
浜
野
議
員
が
鳥
獣

保
護
法
改
正
審
議
で
質
疑
に
立

ち
、
鉄
道
に
お
け
る
鹿
等
の
獣

害
を
取
り
上
げ
、対
策
は
事
業

者
任
せ
と
し
な
い
こ
と
を
国
に

求
め
た
。

各
種
課
題
の
解
決
に
向
け
議
論

の
深
掘
り
を
要
請
し
た
。

　

鉄
道
局
の
三
島
梨
加
総
務
課

企
画
室
長
は
、
喫
緊
の
課
題
で

あ
る
人
財
の
確
保
に
向
け
、
国

交
省
と
し
て
も
制
度
改
正
等
に

取
り
組
ん
で
い
る
旨
述
べ
た
ほ

か
、「
鉄
道
行
政
に
関
わ
る
諸

課
題
の
解
決
に
向
け
て
真
摯
に

取
り
組
む
」
と
応
え
た
。

　

出
席
し
た
産
業
政
策
委
員
は
、

Ｊ
Ｒ
二
島
・
貨
物
会
社
の
経
営
自

立
や
新
幹
線
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

構
築
・
建
設
推
進
、持
続
可
能
な

地
域
公
共
交
通
の
実
現
、人
財
の

確
保
な
ど
、直
面
す
る
主
要
課
題

等
に
つい
て
、現
場
実
態
を
踏
ま

え
た
要
請
を
行
い
、鉄
道
局
の
実

務
担
当
者
よ
り
回
答
を
受
け
た
。

◇

　

ま
た
、４
月
16
日
に
は
、Ｊ
Ｒ
連

合
自
動
車
連
絡
会
が
国
土
交
通

省
物
流
・
自
動
車
局
への
要
請
行

動
を
実
施
。自
動
車
連
絡
会
幹
事

に
加
え
、
議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
所
属

の
も
り
や
た
か
し
参
議
院
議
員

に
も
ご
同
席
い
た
だ
き
、深
刻
な

人
手
不
足
に
陥
る
バ
ス
産
業
の
課

題
に
つい
て
、
現
場
の
実
態
を
踏

ま
え
た
要
望
・
主
張
を
行
っ
た
。

　

こ
の
他
議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
に

新
規
加
入
し
た
臼
木
秀
剛
衆
議

院
議
員
は
２
月
10
日
の
衆
・

予
算
委
員
会
と
４
月
10
日
の

衆
・
国
交
委
員
会
、
鳩
山
紀
一

郎
議
員
は
３
月
14
日
の
衆
・

国
土
交
通
委
員
会
で
そ
れ
ぞ
れ

質
疑
に
立
ち
、
貨
物
鉄
道
の
活

用
や
地
域
公
共
交
通
の
支
援
拡

充
等
に
係
る
質
問
を
行
っ
た
。

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
引
き
続
き
、
こ

う
し
た
国
会
議
員
と
の
連
携
を

深
め
、
政
策
実
現
に
向
け
取
り

組
ん
で
い
く
。

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
４
月
21
日
、

産
業
政
策
委
員
会
メ
ン
バ
ー
を

中
心
に
、国
土
交
通
省
鉄
道
局
に

対
す
る
要
請
行
動
を
実
施
し
た
。

　

今
回
の
要
請
に
ご
同
席
い
た

だ
い
た
、
Ｊ
Ｒ
連
合
「
21
世

紀
の
鉄
道
を
考
え
る
議
員
フ
ォ

ー
ラ
ム
」
所
属
の
城
井
た
か
し

衆
議
院
議
員
は
、
冒
頭
、「
持

続
可
能
な
公
共
交
通
の
実
現
に

向
け
、
前
向
き
な
一
歩
を
積
み

重
ね
る
機
会
と
し
た
い
」
と
挨

拶
。上
村
産
業
政
策
委
員
長（
Ｊ

Ｒ
西
労
組
中
央
執
行
委
員
長
）

は
、「
Ｊ
Ｒ
産
業
の
安
全
・
信

頼
を
損
な
う
事
象
が
相
次
い
で

お
り
、
再
発
防
止
に
向
け
取
り

組
む
」
と
述
べ
る
と
と
も
に
、

 衆/参 氏  名 政党等 選挙区 記事
 衆 池　田　真　紀 立憲民主 北海道５区 
 衆 臼　木　秀　剛 国民民主 比例北海道 　
 衆 水　沼　秀　幸 立憲民主 千葉４区 　
 衆 奥　野　総一郎 立憲民主 千葉９区 
 衆 鳩　山　紀一郎 国民民主 比例東京  東京２区
 衆 深　作　ヘスス 国民民主 比例南関東  神奈川19区
 衆 田　中　　　健 国民民主 静岡４区 
 衆 平　岩　征　樹 国民民主 比例近畿  大阪８区
 衆 尾　辻　かな子 立憲民主 比例近畿  大阪10区
 衆 津　村　啓　介 立憲民主 比例中国  岡山２区
 衆 福　田　　　玄 国民民主 比例中国  広島２区
 衆 東　　　克　哉 立憲民主 比例中国  広島３区
 衆 高　橋　　　永 立憲民主 比例四国  徳島１区
 衆 石　井　智　恵 国民民主 比例四国  愛媛１区
 衆 川　内　博　史 立憲民主 鹿児島１区 
 衆 亀　井　亜紀子 立憲民主 島根１区 
 参 小　沢　雅　仁 立憲民主 比例区  2019
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強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！

JR連合

JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
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年
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税
制
改
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Ｊ
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連
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の要求
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反
映
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議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）
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強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！

JR連合

JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）
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（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った
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将
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望
が
持
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Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
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よ
う

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）
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貨物鉄産労（九州地区本部）
2024年9月、新たに２名が加入
JR連合・貨物鉄産労への総結集をめざそう！
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日本鉄道労働組合連合会

第
30
回
地
方
議
員
団
連
絡
会
総
会

政
策
課
題
実
現
に
向
け

地
域
で
の
理
解
を
広
げ
る

「
21
世
紀
の
鉄
道
を
考
え
る
議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
第
20
回
総
会

安
全
を
は
じ
め
と
す
る
政
策
課
題
に
連
携
し
て

第
50
回
衆
院
選
を
経
て
17
人
の
国
会
議
員
が
加
入

上村産業政策委員長から鈴木室長に要請書を手交

榛葉賀津也会長

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
４
月
22
日
、

第
30
回
地
方
議
員
団
連
絡
会

総
会
を
開
催
し
、
代
表
幹
事
の

中
田
利
幸
米
子
市
議
を
は
じ
め

と
す
る
連
絡
会
役
員
お
よ
び
各

単
組
議
員
団
会
議
の
代
表
者
、

Ｊ
Ｒ
連
合
政
治
対
策
委
員
が
出

席
し
た
。

　

総
会
は
、
上
村
良
成
政
治
対

策
委
員
長
（
Ｊ
Ｒ
西
労
組
中
央

執
行
委
員
長
）が
議
長
を
務
め
、

中
田
代
表
幹
事
、
Ｊ
Ｒ
連
合
荻

山
会
長
が
そ
れ
ぞ
れ
挨
拶
を
行

第30回地方議員団連絡会総会

国土交通省への要請行動
「鉄道行政に関わる
課題解決に向け取り組む」との認識を共有

城井たかし衆議院議員とともに総務課企画室長に要請書を手交

もりやたかし議員

浜野よしふみ議員

城井たかし議員

連
携
す
る
国
会
議
員
が

続
々
と
質
疑
を
展
開

貨物鉄産労への加入を決断
ＪＲ貨物労組（ＪＲ総連）から加入

  

▷
新
規
加
入
フ
ォ
ー
ラ
ム
議
員（
敬
称
略
）



　

２
０
２
５
春
季
生
活
闘
争
に
お
い
て
、
Ｊ
Ｒ
７
単
組
が
昨
年
を
上
回
る
回
答
を
引
き
出
し
妥
結

し
た
こ
と
は
、
既
報
の
と
お
り
で
あ
る
。

　

Ｊ
Ｒ
単
組
直
轄
の
Ｊ
Ｒ
北
労
組
自
動
車
支
部
で
は
ベ
ア
一
律
２
０
０
０
円
、Ｊ
Ｒ
西
労
組
西
日
本

Ｊ
Ｒ
バ
ス
地
本
で
は
ベ
ア
５
０
０
０
円
・
年
間
臨
給
４
・
７
カ
月
、
中
国
Ｊ
Ｒ
バ
ス
地
本
で
は
ベ
ア

５
０
０
０
円
・
年
間
臨
給
５
カ
月
、
宮
島
フ
ェ
リ
ー
支
部
で
は
ベ
ア
１
万
２
５
０
０
円
・
年
間
臨
給

５
・
６
カ
月
、
Ｊ
Ｒ
四
国
労
組
自
動
車
支
部
で
は
ベ
ア
一
律
２
５
０
０
円
な
ど
、
そ
の
他
多
く
の
処

遇
改
善
を
得
て
、妥
結
に
至
っ
て
い
る
。
ま
た
、グ
ル
ー
プ
労
組
で
も
、多
く
の
単
組
で
ベ
ア
を
獲

得
し
て
い
る
。
グ
ル
ー
プ
労
組
の
妥
結
状
況
は
以
下
の
と
お
り
。　
　
　

※〈　

〉内
は
妥
結
日

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
東
海
ホ
テ
ル
ズ

労
組　
　
　
　
　
〈
２
月
27
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

３
０
０
０
円

・
賃
金
制
度
改
正

Ｊ
Ｒ
四
国
ホ
テ
ル
ズ
ユ
ニ
オ
ン

〈
３
月
７
日
〉

・
定
期
昇
給　

４
号
俸

・
ベ
ア　

３
５
０
０
円

・
年
間
休
日
増
な
ど

Ｊ
Ｒ
西
日
本
総
合
ビ
ル
サ
ー
ビ

ス
労
組　
　
　
　
〈
３
月
11
日
〉

・
定
期
昇
給　
最
大
６
５
０
０
円

・
ベ
ア　

５
０
０
０
円

・
年
間
休
日
増
な
ど

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
西
日
本
デ
イ
リ
ー

サ
ー
ビ
ス
ネ
ッ
ト
労
組

〈
３
月
13
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

５
０
０
０
円

・
住
宅
手
当
見
直
し
な
ど

大
鉄
工
業
労
組　
〈
３
月
14
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
円

・
年
間
臨
給　

２
・
75
カ
月

　

な
ど

Ｊ
Ｒ
西
日
本
カ
ス
タ
マ
ー
リ
レ
ー

シ
ョ
ン
ズ
労
組
〈
３
月
14
日
〉

・
ベ
ア　

１
万
５
０
０
０
円

・
年
間
臨
給　

４
・
05
カ
月

・
時
間
単
位
年
休
制
度
導
入
な
ど

Ｊ
Ｒ
西
日
本
中
国
交
通
サ
ー
ビ

ス
労
組　
　
　
　
〈
３
月
18
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

４
０
０
０
円

・
年
間
臨
給　

４・６
カ
月
な
ど

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
四
国
メ
ン
テ
ナ

ン
ス
労
組　
　
　
〈
３
月
18
日
〉

・
定
期
昇
給　

一
般
社
員
９
０　
　
　
　

　

０
円
、
指
定
検
修
社
員
２
〜

　

４
号
俸

・
ベ
ア　

一
般
社
員
５
％
＋
１

　

０
０
０
円
、
指
定
検
修
社
員

　

２
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

１
・
93
カ
月

　

な
ど

Ｊ
Ｒ
九
州
住
宅
労
組〈３

月
18
日
〉

・
ベ
ア　

５
０
０
０
円

・
賃
金
制
度
改
正

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
東
海
建
設
労
組

〈
３
月
19
日
〉

・
定
期
昇
給　

４
３
０
０
円

・
ベ
ア　

１
万
１
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

２
カ
月

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
西
日
本
ウ
ェ
ル

ネ
ッ
ト
労
組　
　
〈
３
月
19
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
円

・
夏
季
賞
与　

１
・
83
カ
月

　

な
ど

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
サ
ー
ビ
ス
ネ
ッ

ト
金
沢
労
組　
　
〈
３
月
19
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

３
０
０
０
円

・
職
務
手
当
見
直
し

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
サ
ー
ビ
ス
ネ
ッ

ト
岡
山
労
組　
　
〈
３
月
19
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

６
０
０
０
円

・
年
間
休
日
増
な
ど

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
西
日
本
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ツ
労
組　
〈
３
月
19
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

６
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

２
・
75
カ
月

　

な
ど

Ｊ
Ｒ
九
州
ハ
ウ
ス
テ
ン
ボ
ス
ホ

テ
ル
労
組　
　
　
〈
３
月
19
日
〉

・
ベ
ア　

１
万
５
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

２
・
２
カ
月

Ｊ
Ｒ
九
州
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
ホ
テ

ル
小
倉
労
組　
　
〈
３
月
19
日
〉

・
ベ
ア　

１
万
５
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

２
・
２
カ
月

Ｊ
Ｒ
西
日
本
レ
ン
タ
カ
ー
＆
リ

ー
ス
労
組　
　
　
〈
３
月
21
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

３
５
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

１
・５
カ
月

Ｊ
Ｒ
九
州
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

労
組　
　
　
　
　
〈
３
月
21
日
〉

・
ベ
ア　

８
０
０
０
円

・
年
度
末
一
時
金　

５
万
円

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
サ
ー
ビ
ス
ネ
ッ

ト
福
岡
労
組　
　
〈
３
月
24
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

７
０
０
０
円

・
昇
給
制
度
の
見
直
し

Ｊ
Ｒ
西
日
本
山
陰
開
発
労
組

〈
３
月
24
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

２
５
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

２
・
35
カ
月

　

な
ど

中
国
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
ス
労
組

〈
３
月
24
日
〉

・
ベ
ア　

１
０
０
０
円

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
西
日
本
金
沢
メ

ン
テ
ッ
ク
労
組　
〈
３
月
25
日
〉

・
ベ
ア　

１
万
円

・
夏
季
賞
与　

２
・７
カ
月

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
西
日
本
商
事
労
組

〈
３
月
25
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
円

・
夏
季
賞
与　

２
・
８
カ
月
＋

20
万
円
な
ど

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
西
日
本
テ
ク
シ

ア
労
組　
　
　
　
〈
３
月
27
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
５
０
０
０
円

・
年
間
臨
給　

５
・
２
カ
月
な
ど

広
成
建
設
労
組　
〈
３
月
27
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
８
０
０
０
円

・
年
間
臨
給  

２
・５
カ
月
な
ど

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
東
海
総
合
ビ
ル

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
労
組〈３

月
27
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

９
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

１
・８
カ
月

Ｊ
Ｒ
九
州
サ
ー
ビ
ス
サ
ポ
ー
ト

労
組　
　
　
　
　
〈
３
月
28
日
〉

・
ベ
ア　

３
０
０
０
円

・
年
度
末
一
時
金　

５
万
円

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
西
日
本
マ
ル
ニ
ッ

ク
ス
労
組　
　
　
〈
３
月
31
日
〉

・
ベ
ア　

３
０
０
０
円

　
（
定
昇
込
み　

１
万
３
６
８

　

１
円
）

・
夏
季
賞
与　

２
・
６
カ
月
＋

20
万
円
な
ど

ま
ね
き
食
品
労
組〈
３
月
31
日
〉

・
ベ
ア　

７
０
０
０
円
な
ど

Ｊ
Ｒ
九
州
レ
ン
タ
カ
ー
＆
パ
ー

キ
ン
グ
労
組　
　
〈
３
月
31
日
〉

・
ベ
ア　

２
０
０
０
円

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
東
海
バ
ス
労
組

〈
４
月
８
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

５
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与  

２
・７
カ
月
な
ど

総
連
）
へ
の
加
入
が
自
動
的
に

な
さ
れ
る
か
の
よ
う
な
流
れ
が

あ
る
」
と
新
入
社
員
か
ら
の
相

民
主
化
支
援
単
組
（
Ｊ
Ｒ
東
海

ユ
ニ
オ
ン
・
Ｊ
Ｒ
西
労
組
）
と

と
も
に
、
Ｊ
Ｒ
北
海
道
の
新
入

社
員
に
対
す
る
ア
ピ
ー
ル
行
動

を
展
開
し
た
。

　
Ｊ
Ｒ
北
海
道
の
社
員
研
修
セ

ン
タ
ー
前
で
Ｊ
Ｒ
北
労
組
、
Ｊ

Ｒ
連
合
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
横
断

幕
を
掲
げ
、
名
刺
サ
イ
ズ
の
Ｊ

Ｒ
北
労
組
紹
介
チ
ラ
シ
の
配
布

等
を
行
っ
た
。

労
働
組
合
へ
の
加
入
は　

職
場
配
属
後
で

　
　

全
く
問
題
な
し

　

行
動
を
展
開
す
る
中
、
今
年

も
「
Ｊ
Ｒ
北
海
道
労
組
（
Ｊ
Ｒ

　
Ｊ
Ｒ
連
合
と
Ｊ
Ｒ
北
労
組
は

４
月
４
日
・
５
日
、
な
ら
び
に

11
日
、
青
年
・
女
性
委
員
会
、

談
が
あ
っ
た
。
あ
る
研
修
ク
ラ

ス
で
は
、
加
入
届
の
集
約
期
限

が
既
に
過
ぎ
て
い
る
と
い
う
話

も
聞
く
。
し
か
し
、
労
働
組
合

の
選
択
は
自
由
意
思
に
基
づ
く

も
の
で
あ
り
、
加
入
期
限
を
区

切
ら
れ
る
も
の
で
は
な
い
。

Ｊ
Ｒ
北
海
道
労
組（
Ｊ
Ｒ
総
連
）

に
疑
問
を
抱
く
新
入
社
員
の
皆

さ
ん
！

皆
さ
ん
か
ら
の
連
絡
を
お
待
ち

し
て
い
ま
す
！

第682号（２）ＪＲ連合令和7年（2025）5月1日

し
も
あ
り
札
幌
車
掌
所
分
会
の
副
委
員
長

に
就
任
し
、
分
会
委
員
長
、
中
央
本
部
執

行
委
員
を
経
て
、
現
在
は
札
幌
支
部
の
執

行
委
員
長
と
し
て
２
年
目
を
迎
え
て
い
ま

す
。

　

組
合
役
員
と
し
て
の
活
動
歴
は
15
年
程

で
す
が
、
負
け
ず
嫌
い
な
性
格
が
功
を
奏

し
た
の
か
、
猪
突
猛
進
の
ご
と
く
走
り
続

け
、
今
日
に
至
っ
て
い
ま
す
。

　

趣
味
は
ラ
ン
ニ
ン
グ
・
読
書
・
音
楽
鑑

賞
で
、
一
人
の
時
間
を
好
む
性
格
で
も
あ

り
、
静
か
な
時
間
に
心
地
よ
さ
を
感
じ
て

い
ま
す
。

　

札
幌
支
部
執
行
委
員
長
の
髙
橋
で
す
。

60
歳
で
定
年
退
職
後
、
再
雇
用
に
よ
り
札

幌
車
掌
所
で
引
き
続
き
車
掌
と
し
て
勤
務

し
て
い
ま
す
。

　

車
掌
の
勤
務
歴
は
国
鉄
時
代
を
含
め
44

年
間
で
、
飽
き
る
こ
と
な
く
、
楽
し
く
、

そ
し
て
何
よ
り
「
安
全
第
一
」
を
心
が
け

て
乗
務
し
て
い
ま
す
。

　

長
年
組
合
活
動
に
尽
力
さ
れ
て
き
た
皆

さ
ま
に
は
誠
に
恐
縮
で
す
が
、
私
は
組
合

役
員
を
務
め
る
ま
で
は
、
組
合
活
動
に
対

し
て
ま
っ
た
く
興
味
も
関
心
も
持
っ
て
い

ま
せ
ん
で
し
た
。
し
か
し
、
周
囲
の
後
押

　

札
幌
支
部
で
は
、
組
合
員
の
高
齢
化
、

さ
ら
に
は
活
動
家
の
減
少
が
大
き
な
課
題

と
な
っ
て
お
り
、
組
織
拡
大
が
喫
緊
の
テ

ー
マ
で
、
そ
の
た
め
に
は
、
ま
ず
は
『
Ｊ

Ｒ
連
合
・
Ｊ
Ｒ
北
労
組
』
を
「
知
っ
て
も

ら
い
」「
理
解
し
て
も
ら
う
」
た
め
の
活

動
と
し
て
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
は
じ
め
、

イ
ン
ス
タ
グ
ラ
ム
や
エ
ッ
ク
ス
な
ど
の
Ｓ

Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
団
結

強
化
を
目
的
に
、
支
部
・
分
会
の
公
式
ラ

イ
ン
を
開
設
し
、
組
合
員
へ
の
迅
速
な
情

報
伝
達
も
行
っ
て
い
ま
す
。

　

私
自
身
、
Ｊ
Ｒ
北
労
組
に
関
わ
れ
る
時

間
は
限
ら
れ
て
い
ま
す
が
、「
絶
対
に
諦

め
な
い
」
と
い
う
強
い
気
持
ち
と
、
楽
し

く
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
に
課
題
解
決
に
向
け
て
取

り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

今
後
と
も
、
皆
さ
ま
の
ご
支
援
と
ご
協

力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

役員紹介

Ｊ
Ｒ
北
海
道
労
働
組
合（
Ｊ
Ｒ
北
労
組
）

　
　
　
　
　
　

札
幌
支
部

執
行
委
員
長

  

髙
橋  

良
二
さ
ん

２
０
２
５
春
季
生
活
闘
争　

グ
ル
ー
プ
労
組
妥
結
状
況

昨
年
を
大
き
く
上
回
る
回
答
相
次
ぐ

　
　
　
31
単
組
が
ベ
ア
を
獲
得
し
妥
結   

（
４
月
16
日
時
点
把
握
分
ま
で
）

青年・女性委員会民主化支援単組とともに

第３５回定期大会の開催について（告示）
１．日時　６月10日（火）13時から
　　　　　　　11日（水）12時30分まで
２．場所　「東武ホテルレバント東京」
　　　　　住所　東京都墨田区錦糸１－２－２
３．議題　（1） 2025 年度運動方針案について
　　　　　（2） 2024年度一般会計剰余金の処分案に
　　　　　　  ついて
　　　　　（3） 2025 年度予算案について
　　　　　（4） 役員・中央委員の選出について
　　　　　（5） その他
４．出席範囲　
　（1） 大会構成員　ＪＲ連合三役・執行委員・特別
　　執行委員、会計監査員、大会代議員・特別代議員
　（2） 大会会場係　ＪＲ連合青年・女性委員会
５．代議員の選出
　　規約第28条により、代議員は加盟単位ごとに
　　選出する
６．代議員の定数（規約第28条２項、３項）合計 57
ＪＲ北労組 1、ＪＲＥユニオン 1、ＪＲ東海ユニ
オン 19、ＪＲ西労組 24、ＪＲ四国労組 4、ＪＲ九州
労組 7、貨物鉄産労 1　　
７．特別代議員の定数　合計 13
　　（規約第29条４項、第11回執行委員会確認）
ＪＲ東海連合 5、ＪＲ西日本連合 5、ＪＲ四国連
合 1、ＪＲ九州連合 1、ＪＲ貨物連合 1

ＪＲ北海道・新入社員に
アピール行動を展開

ＪＲ北海道研修センター前

ＪＲ北労組
ＨＰ


